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16 (116) 第 110巻第3・4号
る課税物件であるため市町村税として最も普遍的である。然もその所有者が大
体に於て中産以上の社会層の構成員であることは，勤労者負担税を軽減する上
に最も適切な税である左いうべきであるδ 主た無産政党の対市町村政治闘争を
般烈ならしめる上から見て，独立有力且つ有産者負担に帰すべき税を市町村に
持たせることは有利である。何んとなれば，無産政党はその闘争の結果を強く
意識水準の低い大衆にまで印象付ける乙とが出来，大衆的に発展する基礎を持
つからである。J(緒本侃，前掲書， 14日ー 141頁〉
注奈良正路申入会権擁護論ふその重要な論拠の lつを，町村財政の地主的支配か
らの解放，町村財政り民主的確立というところにおいている。すなわち入会権り統
やそり町村有化のねらいは，住民の共有財産をうばって，これを新な町村の財源
とし，それでもって地主の負担軽減の手段とするところにあるとする白である。
「農村における諸施設の負担こそはもっとも多額の刺潤の収奪者としての地位に
おかれる地主 資本家一一階綾の子によって支払はれなければならないものであ
って，その意味からいうならば，現在の地粗割当価格なるものはあまり低廉すぎる
ので，このことが現在において自覚せる貧農大衆り問題となっているりであり，こ
り事実を抹消するためり『地租委譲』号、『町村有財産申統一」政策の如きは，まこ
とに不純極まる階級的偽輔の政策であるJ(奈良正路，前掲書， 322頁)
以との主張の中織本のものなどは，いわば「地主的自治」のふところにとび
こんで，これを変草するような調子をもっている。当時の無産政党が果してこ
んな力をもっていたかどうかをここで問題にするのではない。私達がこれを問
題にするのは，当時の無産階級の独立税主義と I民主的自治Jの主張を一方の
施においてみるならば，他方の極に大正15年の地方税改革以後，地主的な地租
委議論さえも押しきって，附加税主義一一補助金行政一一集権的地方財政調整
制度一一町村合併へと強力に町村を追い込んでいった国家権力のコースを明確
に描き出すことができるからであり，そこからまた主主に戦後の「民主的地方自
治体」の建設や民主的財政改革の万向をも展望することができるからである。
後記 本摘はかつて町村合併についての共同研究の際(1957年前後)まとめた，未発
表の旧南に手を加えたものである③本稿とあわせて読んでいただきたいりはz 宮本
憲一氏の「明治大正期の町村合併政策 明治地方自治制の矛盾とその展開 」
(町村合併と農村の変貌， 1957年，有斐閣〕である。
